
 
  令和 8 年 7 月 6 日 

沖縄振興開発金融公庫  

 

 

 

 

 

沖縄振興開発金融公庫（理事長：新垣尚之、以下「当公庫」）は、株式会社シンク・ネイチャー（本社所在地：浦添

市、代表取締役 CEO：久保田康裕、以下｢当社｣）に対し、沖縄セルラー電話株式会社（本社所在地：那覇市、代表

取締役社長：宮倉康彰）他と協調して、出資を実行しました。 

  

 当社事業の概要   

当社は、琉球大学理学部教授（当時）の久保田康裕氏が生物多様性に関する長年の研究で得た技術・知見を社

会実装させるべく、令和元年に設立した沖縄発のネイチャーテック・スタートアップです。 

当社は、世界トップクラスの生物多様性ビッグデータと、卓越した研究実績を持つ研究者の専門性を強みとして、

企業のネイチャーポジティブ（自然再興）の取組や情報開示を支援しており、主力サービスとして、国際規制への

対応を支援する「TN LEAD」、企業独自のビジネスモデルや取組を評価分析・見える化する「TN GAIN」を展開して

います。 

当社はこれまで、ネイチャーポジティブにかかる情報開示に積極的な東証プライム企業を中心に受注を獲得して

おり、今後は地方自治体や金融機関に特化したサービスの提供により更なる事業拡大を目指しています。また、

令和 7 年 1 月に開設したフィンランド支店を起点に、欧州市場向けにも本格的に事業展開する計画です。 

 

サービスの特徴   

当社が提供する主力サービスである「TN LEAD」と「TN GAIN」並びに「ジュゴンズ EYE」は以下の通りです。 

① TN LEAD 

企業が TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）に準じた環境情報開示を行うため、事業活動の自然

へのインパクトを定量的に評価・分析できるサービス。TNFD が推奨する評価手順である「LEAP アプローチ」

の考え方に準拠して開発されており、国内だけでなく、グローバルな事業拠点の評価が可能。 

② TN GAIN 

ネイチャーポジティブへ向けた実効性のある活動が企業に求められている中、各企業独自の取り組み（例：企

業が実施した在来種の植栽や森林保全などの活動）によるネイチャーポジティブ効果を評価・分析し、企業の

自然に対する貢献度を客観的な指標で見える化し、企業の PR や IR への活用を支援する。 

 ③ジュゴンズ EYE 

   生物多様性の主流化を目指して開発された生物多様性可視化スマートフォンアプリケーション。AI モデルと膨

大なデータを活用し、任意の地点（1km²）に生息する可能性が高い生物を、写真や解説付きで表示するサービ

ス。観察記録機能も備え、自治体や企業の教育プログラム、地域戦略の策定など、幅広い分野で活用されて

いる。 

 

 本事業における出資の意義   

当公庫は、当社の創業期から支援しており、今回の出資は令和 6 年度に続く 2 回目の出資となります。前回

の出資以降、当社は専門人材の確保やサービスの高度化を進め、ネイチャーポジティブに係る情報開示支援

を中心に事業実績を積み重ねてきました。 

記 者 発 表 

沖縄公庫、株式会社シンク・ネイチャーに対し、 

沖縄セルラー電話株式会社らと協調して出資を実行 

～生物多様性に関するビッグデータを活用し、ネイチャーポジティブ（自然再興）経済の社会実装を加速する～ 

 



今回の資金調達は、①専門人材の採用による内部体制強化、②高度な分析システムの導入による競争優位

性の維持、③拠点拡大による国内外への営業強化に活用され、当社の事業拡大を加速するものです。 

当公庫は、ネイチャーポジティブの実現に向けた取り組みが世界規模で高まる中、当社が生物多様性のホット

スポットである沖縄発のネイチャーテック・スタートアップとして、グローバルな業界のフロントランナーへ成長す

ることを期待し、追加出資を行ないました。 

また、当社の将来性を高く評価した複数のベンチャーキャピタル（伊藤忠テクノロジーベンチャーズ株式会社、

ニッセイ・キャピタル株式会社、三井住友トラスト・インベストメント及び SBI 新生企業投資株式会社）からも出資

を受けており、ネイチャーポジティブ経済への貢献が期待されています。 

沖縄県が内閣府の「NEXT グローバル拠点都市」として位置づけられ、4 領域（観光、エネルギー、サーキュラ

ーエコノミー、ヘルスケア）でのグローバルスタートアップの創出と誘致が期待されている中、当社事業（観光/サ

ステナブルツーリズム）は注目領域であり、沖縄におけるスタートアップエコシステムの発展にも寄与することを

期待しております。 

 

 

＜新事業創出促進出資制度の概要＞  

（1）出資対象者  

沖縄において  

・新たな事業を行う方  

・新たな事業分野の開拓を行う方  

（2）出資限度額  新事業に必要な資本の額の 50％以内  

（3）出 資 実 績  
平成 14 年度より開始された新事業創出促進出資の実績（累計）  

87 件、39.5 億円（令和 8 年 3 月 31 日現在）  
  

お問合せ先 

融資第一部産業振興出資室 銘苅 ℡ 098（941）1775 

業務統括部業務企画課    大城 ℡ 098（941）1740 
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